
平成２８年１２月１９日 
青 森 県 県 土 整 備 部 
国土交通省東北地方整備局 
八戸港湾・空港整備事務所 

平成２８年度「むつ小川原港ＢＣＰ訓練」を 

実施します 

記 

１．開催日時：平成２８年 １２月 ２１日（水） １３：３０～１５：３０ 

２．開催場所：六ヶ所村文化交流プラザ スワニー 

３．内  容：① 港湾 BCP の概要説明 

②「むつ小川原港ＢＣＰ」の概要説明

③「むつ小川原港ＢＣＰ訓練」の実施

報道機関用提供資料（連絡先）

青森県

担当課 県土整備部 港湾空港課

電話 港湾計画・空港グループ 橋本、松江

内線６７５５ 直通０１７－７３４－９６７４

報道監 県土整備部次長 櫻庭 憲司

国土交通省 東北地方整備局

担当課 八戸港湾・空港整備事務所

電話 保全課 吉田、河原

直通０１７８－２２－９３９８

東日本大震災による港湾の災害は過去最大級のものとなり、太平洋側の港湾施

設や臨海部企業の工場などが甚大な被害を受けました。震災により、港湾物流が停

滞したことから、災害時の物流機能の早期回復に向けた取組が課題となっていま

す。 

このような状況を踏まえ、港湾関係者（国・県・村、臨港部企業等）により、平

成２７年９月に「むつ小川原港港湾機能継続協議会」が設立され、平成２８年３月

に「むつ小川原港ＢＣＰ※」が策定されました。 

同ＢＣＰでは、年に１回、協議会構成員による情報伝達訓練等を実施することと

しており、今年度は下記のとおり開催いたします。 

※BＣＰ・・・：機能継続計画（Business Continuity Plan） 

記者発表資料 



災害発生

津波警報解除

情報収集・報告

災害協定団体へ要請

施設調査・点検報告

応急復旧方針の決定

航路啓開・応急復旧

避難

時系列・作業項目 必要な行動

本年度実施する訓練

訓練内容

・復旧対策本部設置

・目視による被災状況確認
・発災時点検マニュアルに

よる施設の点検
・被災レベルの判定

・応急復旧岸壁の選定
・詳細調査の着手

・応急復旧工事の着手

初動・情報伝達訓練

航路啓開・応急復旧訓練

むつ⼩川原港BCP訓練の概要

・「初動・情報伝達訓練」では、付与情報をもとに、各会員が使用している施設の地震・津波
による被害を想定し、所定の様式に記入して復旧対策本部に報告します。

・「航路啓開・応急復旧訓練」では、シナリオの読み合わせにより、手順を確認します。
・これらの訓練を通じて課題を抽出し、港湾BCPを改善していきます。



 

むつ小川原港港湾機能継続協議会構成員名簿 

No. 区分 協議会構成員 

1 港運関係 日本通運株式会社 青森支店 六ヶ所事業所 

2 港運関係 三八五流通株式会社 

3 港運関係 新丸港運株式会社 

4 港運関係 八戸港湾運送株式会社 

5 港運関係 ナラサキスタックス株式会社 八戸支店 

6 港運関係 むつ小川原マリンサービス株式会社 

7 港運関係 東日本タグボート株式会社 

8 港運関係 宮光海運株式会社 

9 漁業関係 六ヶ所村海水漁業協同組合 

10 パイロット 八戸水先区水先人会 

11 建設業関係 青森県港湾空港建設協会 八戸支部 

12 建設業関係 一般社団法人青森県測量設計業協会 

13 建設業関係 一般社団法人青森県建設業協会 

14 臨海部企業 相和物産株式会社 

15 臨海部企業 株式会社ルナサンド 

16 臨海部企業 大丸興産株式会社 

17 臨海部企業 大泉建設株式会社 

18 臨海部企業 北武海発株式会社 

19 臨海部企業 
独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機構  

むつ小川原国家石油備蓄基地事業所 

20 臨海部企業 むつ小川原石油備蓄株式会社 

21 臨海部企業 日本原燃株式会社 

22 臨海部企業 原燃輸送株式会社 六ヶ所輸送事業所 

23 電力関係 東北電力株式会社 三沢営業所 

24 海上保安部 第二管区海上保安本部 八戸海上保安部 

25 ＣＩＱ 函館税関 八戸税関支署 

26 行政（国） 東北地方整備局 八戸港湾・空港整備事務所 

27 行政（県） 青森県 県土整備部 港湾空港課 

28 行政（県） 青森県 上北地域県民局 地域整備部 むつ小川原港管理所 

29 行政（村） 六ヶ所村 企画･防災部門 

30 行政（村） 六ヶ所村 産業･建設部門 

 


